第４部　基本理念・基本目標等
第４部　基本理念・基本目標等

第1 　基本理念
本市の高齢化率は、平成22年には23.9％となり、平成37年には29.4％になると推計しています。特に、有病率や介護を受けることが格段に多くなると言われている後期高齢者（75歳以上の高齢者）の占める率は、平成22年の11.2％が平成37年には17.7％に達し、その後も増加し続けると考えられます。また、核家族化による世帯人員の減少は、自分の親の面倒は子どもがみるという日本型福祉の崩壊を意味しています。

急速に高齢化・長寿化が進行しているなかで、高齢者の尊厳を保持し健康寿命をいかに延ばすか、つまり、いつまでも自立して健康に暮らしていくことができる社会の構築が重要な課題になってきています。

この計画の作成・推進にあたっては、高齢者が要介護状態になっても、可能な限り住み慣れた地域において継続して生活できるよう、①介護、②予防、③医療、④生活支援、⑤住まいの５つのサービスを一体化して提供していく「地域包括ケア」の考え方に基づき、取り組んでいきます。
地域における支え合い、助け合いのなかで、高齢者が住み慣れた地域で生きがいを持ち、安心して暮らし続けることができる社会の構築をめざし、本計画の理念を以下のように設定します。
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『 高齢者の一人ひとりが生きがいを持ち、地域で安心して暮らせる社会の創造 』

地域包括ケアシステム
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第2 　基本目標

1 　一人ひとりが自立して暮らすために

急速に高齢化が進行しているなかで、介護はどの家庭においても身近な問題になりつつあります。また、介護を必要とする状態になったときに、住み慣れた地域や家庭で暮らし続けることを望む人は多くみられます。

高齢者が要介護状態になっても、可能な限り住み慣れた地域において継続して生活できるよう、「地域包括ケア」の考え方に基づいた取組みを推進していきます。そのために、地域的なバランスを考慮した施設の整備や施設サービスの充実を図るとともに、サービスの質の向上をめざし、一人ひとりの状況に応じた適切なサービスの提供ができる体制づくりに努めます。

2 　いつまでも元気で楽しく暮らすために

長寿社会において、日常を健康に生きがいをもって暮らすことは、高齢者自身の望みであるだけでなく、家族をはじめ高齢者を支える周りの人にとっての願いでもあります。

健康への意識を高める機会として、健康に関する相談や情報提供の充実を図ります。また、生活機能の低下している高齢者を対象とする介護予防事業を充実します。


3 　毎日を安心して暮らすために

核家族化が進み、ひとり暮らしや夫婦のみで暮らす高齢者も増えているなかで、何らかの支援を必要としている高齢者は少なくありません。

高齢者が安心して生活を送ることができるよう、暮らしに関する相談や支援を行うとともに、住宅改修の支援、道路や公共施設等の整備を進め、日常生活における高齢者の安全確保に努めます。また、高齢者を対象とした各種事業、ボランティア等についての情報提供を充実するとともに、地域における助け合い活動を促進し、安心して暮らせるまちづくりに努めます。

第3 　重点課題
1 　認知症対策

全国の認知症高齢者の人数は、平成17年の約205万人から30年後の平成47年には約445万人になると厚生労働省研究班が推計しています。認知症になると、日常生活に支障をきたすことが多く、本人は常に不安を感じています。このような認知症の人の介護者の苦労は並大抵ではありません。平成22年11月に実施した高齢者等実態調査においても、介護の負担などから「虐待をしたことがある」「虐待をしたことはないが、したいと思うことはある」と回答している介護者は、認知症のある人の介護者が非常に高くなっています。認知症高齢者の問題は、身近に認知症高齢者がいなければ、ひとごととされやすいのです。核家族化の進行により、ひとり暮らし高齢者や夫婦のみの高齢者世帯が増加しており、認知症高齢者を認知症高齢者が介護することをさす「認認介護」という言葉が生まれています。

(1) 　認知症の理解
平成22年11月に実施した高齢者等実態調査の結果から、要介護・要支援認定者の半数近くに認知症状があることがわかりました。しかし、一般市民の方々に認知症に対する知識が十分浸透しているとはいい切れないと考えられます。地域の人達が認知症を理解し、それに基づいて対応すれば、認知症高齢者の介護者の支援につながります。認知症について、広く市民に理解していただくための広報・啓発活動に努める必要があります。

(2) 　認知症の予防

認知症の予防としては、規則正しい生活を送る、笑いのある生活を送る、人との交流を大切にする、ストレスをためない、脳を鍛える趣味を持つ、などがあげられています。つまり、怠惰な生活を送らず、生きがいある生活を送ることにより、ある程度の認知症を防ぐことができるのです。認知症の予防についての啓発に努める必要があり、さらに、閉じこもりやうつ傾向の人への対応が必要です。また、医療と介護の連携により、認知症の疑いのある人を早期に発見し、適切な医療や相談が受けることができる体制づくりが必要です。

(3) 　高齢者の「居場所」の確保
サラリーマンが退職すると、「職場」という重要な「居場所」を失います。「居場所」にはいろんなとらえ方・見方がありますが、「居場所」の条件としては、本人が主体性を発揮できる場所といえるでしょう。「職場」という「居場所」をなくした人が家で閉じこもりがちな生活を送れば認知症になりやすいといわれています。「職場」を代替できる「居場所」を確保する必要があります。

また、心身の衰えにより、今まで生きがいとしていた趣味等の活動ができなくなった高齢者やひとり暮らしになった高齢者の「居場所」も必要です。

(4) 　認知症要支援・要介護認定者への対応

介護サービスに従事する人は、認知症に関する知識を身につけた上で、サービス利用者に対応する必要があります。また、通所サービス、短期入所サービス、入居・入所サービス提供事業者は、認知症の改善に資するサービス等の提供に努める必要があります。

2 　高齢者の孤立防止対策

平成22年の国勢調査によると、本市のひとり暮らし高齢者は15,190人と高齢者人口の15.5％にもなっています。今後、さらなる高齢化や核家族化の進行により、ひとり暮らし高齢者はもとより、高齢者のみの世帯が増加することが見込まれます。

地域における人と人の絆・つながりが希薄化しつつある中、加齢による身体的な衰えから外出の機会が少なくなることなどから、地域の中で孤立し、家族や地域社会とのつながりを失い、生活上の不安や困難を抱える高齢者がさらに増えることが予測されます。
(1) 　ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯の把握
民生委員の協力により、ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯を継続して把握していく必要があります。

孤立が懸念される高齢者には、高齢者見守りのリーフレットや高齢者福祉ガイドブックを配布しながら、公的な見守りサービスにつなぎ、孤立防止を図る必要があります。

(2) 　地域での支え合い
ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯が増加していく中で、地域住民同士が相互に「支え合い、見守り合い」といった「共助」の取組みを進め、孤立防止を図ることが必要です。

第4 　高齢化の現状と将来推計

1 　人口の推移

平成22年の国勢調査における本市の総人口は、413,136人で、平成17年より231人減少しています。本市の人口は、合併や戦後のベビーブーム、高度経済成長を背景とする雇用機会の拡大などにより増加傾向にありましたが、昭和60年をピークに減少傾向に転じています。

０～14歳の年少人口比率は、昭和50年の24.8％から年々低下し、平成22年には13.6％と、この35年間に11.2ポイント減少し、今後もこの傾向が続くと推計しています。平成７年までの15～64歳の生産年齢人口比率は、70％前後で推移してきましたが、今後急減し、平成27年には60.3％になると推計しています。

図４－1 　年齢三区分別人口の推移
（注）１　率は「年齢不詳」を除いて計算
　　　２　平成17年以前についても柳津町人口を含む。
資料：昭和50年～平成22年は「国勢調査」、平成27年は国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集（2008）」による推計
2 　人口ピラミッド

図４－２は、昭和50年および平成22年の５歳刻みの人口ピラミッドです。平成22年の61～63歳が昭和22～24年生まれの第１次ベビーブーム、36～39歳が昭和46～49年生まれの第２次ベビーブームにあたります。

平成22年は、もはやピラミッドという名称が適切でない形状になっています。ちなみに、平成22年の第１次ベビーブーム世代が含まれる60～64歳は、第２次ベビーブーム世代が含まれる35～39歳と並んで最も人数の多い年齢階層となっています。

図４－2 　人口ピラミッド

  

昭和50年
平成22年
（注）１　○が第１次ベビーブーム世代が含まれる年齢階層、△が第２次ベビーブーム世代が含まれる年齢階層
　　　２　昭和50年は柳津町人口を含む。
資料：「国勢調査」
3 　法律等の適用年齢と計画対象人口

表４－１は、介護保険法および老人福祉法の適用年齢区分等を示したものであり、表４－２は、この区分にしたがった人口の推移です。今まで増加してきた40歳以上人口は、今後も増加を続けますが、40～64歳人口は平成７年をピークとして減少を続けています。平成22年の40歳以上人口235,020人のうち40～64歳は58.3％、65歳以上は41.7％ですが、平成27年には40歳以上人口は243,784人、そのうち40～64歳は55.1％、65歳以上は44.9％になると推計しています。

表４－2 　法律の適用年齢等
	区　　分
	年　　齢
	備　　　　考

	老　人　福　祉　法
	おおむね65歳以上
	

	介護保険法
	第１号被保険者
第２号被保険者
サービス受給者
	65歳以上
40～64歳
65歳以上
	40～64歳で老化に伴う特定疾病により介護等が必要になった人にも適用

	その他
	高齢者
前期高齢者
後期高齢者
	65歳以上
65～74歳
75歳以上
	


表４－3 　計画対象人口の推移   
  単位：人
	区　分
	昭50
	昭55
	昭60
	平２
	平７
	平12
	平17
	平22
	平27

	40歳以上
	138,235
109,728
28,507
	156,581
121,995
34,586
	176,700
135,699
41,001
	198,315
149,176
49,139
	209,250
149,208
60,042
	215,527
143,032
72,495
	225,289
139,358
85,931
	235,020
136,998
98,022
	243,784
134,265
109,519

	
	40～64歳
65歳以上
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	65～74歳
75歳以上
	20,001
8,506
	23,496
11,090
	26,192
14,809
	29,688
19,451
	36,875
23,167
	44,123
28,372
	48,751
37,180
	52,183
45,839
	56,606
52,913


（注）平成17年以前についても柳津町人口を含む。

資料：昭和50年～平成22年は「国勢調査」、平成27年は国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集（2008）」による推計
4 　高齢化率

図４－３は、全国、岐阜県および本市の高齢化率の比較と、本市の総人口に占める75歳以上人口の割合（後期高齢化率）をグラフ化したものです。本市の高齢化率は、平成12年に全国平均を上回りました。今後は全国および岐阜県とほぼ同率で推移し、平成37年には29.4％に達すると推計されます。
後期高齢化率は、今後も急激な上昇を続けると考えられます。平成37年の後期高齢化率の推計値は17.7％に達し、平成22年より6.5ポイントも増えると推計されます。
図４－3 　高齢化率の推移
（注）平成17年以前についても柳津町人口を含む。
資料：昭和45年～平成22年は「国勢調査」、平成27年以降は国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集（2008）」
第5 　計画の基本指標

1 　人口推計 

第５期介護保険事業計画の計画期間は平成24年度から平成26年度までの3年間ですが、「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針」（以下「参酌標準」といいます）では、第３・４期介護保険事業計画は平成26年度（第５期介護保険事業計画の最終年度）の目標に向けて、そこに至る中間段階の位置づけとされています。つまり､この計画は、９年間を計画期間とする部分と、それに向けて実施計画的な性格を持つ３年間の具体的な計画を定めることになります。計画期間である平成24年から平成26年の人口推計は次表のとおりです。
表４－4 　被保険者の人口推計
単位：人
	区　　分
	平成23年（実績）
	平成24年
	平成25年
	平成26年

	40～64歳
	138,735
	137,617
	136,500
	135,382

	65歳以上
	97,969
	100,856
	103,742
	106,632

	前期高齢者
	51,451
	52,739
	54,028
	55,317

	
	65～69歳
	26,983
	27,899
	28,817
	29,734

	
	70～74歳
	24,468
	24,840
	25,211
	25,583

	後期高齢者
	46,518
	48,117
	49,714
	51,315

	
	75～79歳
	20,675
	20,889
	21,103
	21,318

	
	80～84歳
	14,123
	14,684
	15,245
	15,807

	
	85～89歳
	7,656
	8,202
	8,747
	9,293

	
	90歳以上
	4,064
	4,342
	4,619
	4,897

	40歳以上合計
	236,704
	238,473
	240,242
	242,014

	推計総人口
	410,426
	408,307
	406,188
	404,069

	高齢化率
	23.9
	24.7
	25.5
	26.4


資料：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集（2008）」
２　平成26年度の目標値 

(2) 　要支援・要介護認定者数

平成24年度から平成26年度の要支援・要介護認定者数の推計は、表４－４のとおりです。推計にあたっては、長寿化による要支援・要介護認定者の増加、二次予防事業の対象者が要支援・要介護状態に陥らないための地域支援事業や要支援認定者が要介護に陥らないための介護予防サービスの効果等も加味しています。

表４－5 　要支援・要介護認定者数の推計
単位：人
	区　　分
	要支援１
	要支援２
	要介護１
	要介護２
	要介護３
	要介護４
	要介護５
	合　計

	平

成

24
年

度
	第１号被保険者
	3,233
	2,984
	2,951
	3,258
	2,205
	1,721
	1,850
	18,202

	
	
	65～69歳
	121
	158
	89
	165
	106
	66
	77
	782

	
	
	70～74歳
	310
	377
	228
	288
	168
	113
	189
	1,673

	
	
	75～79歳
	748
	575
	521
	589
	307
	207
	289
	3,236

	
	
	80～84歳
	1,013
	816
	773
	809
	426
	430
	355
	4,622

	
	
	85～89歳
	778
	640
	825
	757
	605
	459
	439
	4,503

	
	
	90歳以上
	263
	418
	515
	650
	593
	446
	501
	3,386

	
	第２号被保険者
	54
	98
	62
	164
	75
	51
	81
	585

	
	総　　数
	3,287
	3,082
	3,013
	3,422
	2,280
	1,772
	1,931
	18,787

	平

成

25

年

度
	第１号被保険者
	3,326
	3,343
	3,086
	3,471
	2,256
	1,791
	2,011
	19,284

	
	
	65～69歳
	104
	176
	84
	171
	115
	64
	72
	786

	
	
	70～74歳
	287
	429
	220
	281
	154
	110
	210
	1,691

	
	
	75～79歳
	757
	610
	529
	631
	296
	176
	299
	3,298

	
	
	80～84歳
	1,051
	941
	781
	878
	414
	461
	371
	4,897

	
	
	85～89歳
	847
	703
	922
	811
	645
	510
	489
	4,927

	
	
	90歳以上
	280
	484
	550
	699
	632
	470
	570
	3,685

	
	第２号被保険者
	51
	110
	64
	178
	75
	54
	80
	612

	
	総　　数
	3,377
	3,453
	3,150
	3,649
	2,331
	1,845
	2,091
	19,896

	平

成

26

年

度
	第１号被保険者
	3,421
	3,718
	3,226
	3,691
	2,305
	1,863
	2,181
	20,405

	
	
	65～69歳
	85
	193
	79
	178
	123
	61
	68
	787

	
	
	70～74歳
	264
	482
	212
	274
	140
	108
	231
	1,711

	
	
	75～79歳
	767
	646
	537
	674
	284
	144
	309
	3,361

	
	
	80～84歳
	1,089
	1,074
	788
	951
	399
	492
	388
	5,181

	
	
	85～89歳
	918
	769
	1,025
	866
	687
	564
	542
	5,371

	
	
	90歳以上
	298
	554
	585
	748
	672
	494
	643
	3,994

	
	第２号被保険者
	49
	123
	66
	191
	75
	56
	79
	639

	
	総　　数
	3,470
	3,841
	3,292
	3,882
	2,380
	1,919
	2,260
	21,044


(3) 　入所サービス利用者数の将来推計
参酌標準においては、「平成26年度目標値の設定」として、次のように定めています。
	市町村は、平成26年度において、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護及び指定施設サービス等を要介護２以上の者が利用すると見込み、当該市町村におけるそれらのサービスの利用者数の合計数のうちの要介護４及び要介護５の認定者数の合計数が占める割合を、70％以上とすることを目標として設定すること。 


表４－５は、平成21年度から平成26年度の入所サービス利用者数の推計です。なお、平成21年度および平成22年度は実績値、平成23年度は見込み値を（　）内に記入してあります。
平成26年度の入所サービス利用者に対する要介護４～５の割合は70.0％と推計され、参酌標準をクリアする見込みです。
表４－6 　入所サービス利用者数の将来推計

	区　　　分
	21年度
	22年度
	23年度
	24年度
	25年度
	26年度

	入所サービス利用者数 
(c)
	2,636

(2,593)
	2,772

(2,565)
	2,834

(2,890)
	3,006

	3,026

	3,147


	上記のうち要介護４・５ 
(d)
	1,547

(1,467)
	1,705

(1,496)
	1,802

(1,838)
	1,973

	2,049

	2,203


	ｄ÷ｃ×100
	58.7%

(56.6%)
	61.5%

(58.3%)
	63.6%

(63.6%)
	65.6%


	67.7%


	70.0%




（注）（　）内の数字は、平成21・22年度は実績、平成23年度は見込み。

第６　計画の体系

(1)訪問介護


(2)定期巡回・随時対応型訪問介
　 護看護


(3)訪問入浴介護


(4)訪問看護


(5)訪問リハビリテーション


(6)居宅療養管理指導


(1)通所介護


(2)通所リハビリテーション


(3)認知症対応型通所介護


(4)小規模多機能型居宅介護


(5)短期入所







(1)特定施設入居者生活介護


(2)地域密着型特定施設入居者生
　 活介護


(3)認知症対応型共同生活介護
　 （グループホーム）



(1)介護老人福祉施設（特別養護
　 老人ホーム）・地域密着型介護
　 老人福祉施設入所者生活介護


(2)介護老人保健施設


(3)介護療養型医療施設

(1)居宅サービス


(2)入居・入所サービス




(1)二次予防事業


(2)一次予防事業


(1)介護予防ケアマネジメント事
　 業


(2)総合相談支援および権利擁護
　 事業


(3)包括的・継続的ケアマネジメ
　 ント事業

(1)介護給付適正化事業


(2)家族介護支援事業


(3)介護相談員派遣等事業


(4)成年後見制度利用支援事業


(1)介護サービス・介護予防サー
　 ビス給付費


(2)地域支援事業費


(3)介護保険事業費



(1)介護保険の財源


(2)第１号被保険者の保険料


(3)所得段階別保険料


(1)介護保険サービス提供事業者
　 への指導等

(2)要介護認定における公平性の
　 確保

(3)地域包括ケア会議の設置

(4)適切な介護サービス計画の作
　 成


(5)相談体制の整備


(6)介護サービスの質の向上


(7)サービス提供事業者との連携
　 強化


(8)身体拘束の禁止


(9)保険料収納率


(1)安否確認サービス事業


(2)配食サービス事業


(3)福祉器具給付事業


(4)緊急通報体制支援事業


(5)高齢者見守りネットワーク事
　 業

(6)生活・介護支援サポーター養
　 成事業
(7)高齢者住宅改善促進助成事業


(8)ねたきり高齢者理容サービス


(9)社会的弱者サポートネット
 　ワーク


(10)認知症サポーターの養成


(11)高齢者虐待の防止


(12)高齢者の孤立の防止


(13)日常生活自立支援事業


(1)入居サービス


(2)入所サービス

(1)相談窓口


(2)地域包括支援センター・居宅
　 介護支援事業者

(3)認知症疾患医療センター

(4)認知症相談医制度


(5)情報提供

(1)定年延長への要望


(2)シルバー人材センター






(1)老人クラブの育成・支援


(2)ラジオ体操で健康づくり事業

(3)老人健康農園事業


(4)高齢者おでかけバスカードの
　 交付


(5)高齢者大学事業

(1)高齢者利用施設


(2)交流事業


(3)見守り活動


(4)ボランティア団体・特定非営
　 利活動法人


(5)岐阜市社会福祉協議会

(6)福祉コミュニティの構築支援





(1)公共交通機関


(2)歩行空間


(1)公共的建築物


(2)市の建築物


(3)駐車場


(1)住宅の改善


(2)サービス付高齢者向け住宅


(3)新しい住まいのあり方






(1)災害時要援護者の把握


(2)地域ぐるみの支援


(3)高齢者に配慮した防犯・防災
　 知識の普及・啓発


(4)災害時を想定した支援体制の
　 構築


(5)緊急通報体制の整備


(6)木造住宅耐震診断補助事業
日常生活圏域


30分でかけつけられる圏域





住まい











医療





介護





生活支援





予防





高齢者





訪問系サービス　　　





居宅サービスの充実





通所・短期入所サービス





その他の居宅サービス





その他の居宅サービス





居宅介護支援・介護予防支援の推進





入居サービス





入居・入所サービスの拡充





介　護　保　険　事　業　計　画





入所サービス





サービス提供事業所の充足状況





施設の整備目標





サービス提供施設の整備目標





介護予防・日常生活支援総合事業





地域支援事業の推進





包括的支援事業





任意事業





介護保険事業費の見込み





介護保険事業計画





介護保険事業費と保険料





第１号被保険者の保険料





公平・公正な制度の運営とサービスの向上





在宅生活の支援





老人福祉計画





自立支援サービスの推進





入居・入所サービス





相談事業と情報提供





就労の支援





スポーツ活動の推進





生きがいづくりと地域活動の推進





生きがい活動の促進





老　人　福　祉　計　画





交流・地域活動の推進





福祉のまちづくり





公共交通機関、道路等











ひとにやさしいまちづくり





公共的建築物





高齢者対応住宅





公園、水辺空間等オープンスペース





防災・防犯対策
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